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住友商事を知る

報告対象範囲など
•  対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日
   （一部、2015年4月以降の活動内容を含みます）
• 対象組織：住友商事単体と住友商事グループ
• 前回発行：2014年8月
• 次回発行予定：2016年秋

参照した外部のガイドライン
• ISO26000「社会的責任に関する手引」
•  （社）日本経済団体連合会「企業行動憲章」  
（2010年9月14日）

•  GRIサステナビリティ・リポーティング・ガイド 
ライン2006

• 環境省環境報告ガイドライン2012年版

将来情報に関するご注意
本アニュアルレポートには、中期経営計画「Be the 
Best, Be the One 2017」などについてのさまざま
な経営目標及びその他の将来予測が開示されて
います。これらは、当社の経営陣が「Be the Best, 
Be the One 2017」を成功裡に実践することに
より達成することを目指していく目標です。これら
の経営目標及びその他の将来予測は、将来の事
象についての現時点における仮定及び予想並び
に当社が現時点で入手している情報に基づいて
いるため、今後の四囲の状況などにより変化を余
儀なくされるものであり、これらの目標や予想の
達成及び将来の業績を保証するものではありま
せん。したがって、これらの情報に全面的に依拠
されることは控えられ、また、当社がこれらの情報
を逐次改訂する義務を負うものではないことをご
認識いただくようお願い申し上げます。

Our History  ------------------------------------------ 10

Our Business  ------------------------------------ 12
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Our History

住友は、400年の歴史を通して誠実に事業に取り組み、取引先や社会など全てのステークホルダーの豊かさと夢の実現に貢献
することで信用を積み重ね、さらに新たな事業の発展につなげるという好循環を生み出してきました。住友商事グループの経営
理念・行動指針の原点は、400年にわたり脈々と引き継がれてきた住友の事業精神にあります。

1600年
文殊院旨意書
宗教家であった住友家初代政友（1585
～1652年）が晩年に家人に宛てた書状
であり、商売上の心得が簡潔に説かれて
います。
　冒頭に、「商事は不及言候へ共万事情
に可被入候」とあり、これは、「商売は言う
までもないが、全てのことについて心を込
めて励むように」という心構えを説いたも
のです。
　また、「相場より安いものが持ち込まれ
ても出所がわからないものは盗品として
心得よ」、「誰であろうと宿を貸したり、編
み笠を預かったりするな（当時、幕府はこ
れらの行為を御法度として禁止してい
た）」、「短気になって言い争わず、繰り返
し説明するように」と説いており、これら
は、浮利を追わない（「正々堂々」と説明
できるビジネスを行い、正当な対価を得
る）、コンプライアンス、信用・確実といっ
た住友の事業精神の源として現代に引き
継がれています。

1800年
住友家法

1691年に開坑された別子銅山は、明治
維新期に、銅価格の下落、米その他の物
価高騰による操業コストの上昇、諸大名
に用立てていた御用金の回収難といった
事態を受け、売却の話さえ持ち上がりま
した。当時別子の支配人であり、後に住
友家初代総理事となった広瀬  宰平
（1828～1914年）は、洋式技術の導入
など思い切った近代化を図る経営改革
で、別子銅山の難局を乗り切ったことで
知られています。
　広瀬は総理事であった1882年に、
250年間続いた住友の事業精神をまと
めた「住友家法」19款196条を制定しま
した。第1款第3条には「我営業は確実を
旨とし、時勢の変遷、理財の得失を計りて
之を興廃し、苟くも浮利に趨り軽進すべ
からざる事」と記され、「事業活動の基本
は健全性であり、時代の変遷を捉え、先
見性を持って柔軟に事業の選別を行う
べきだが、決して浮利を追いかけるような
ことがあってはならない」という企業理念
を成文化しました。

1900年
営業の要旨

1891年に「住友家法」は、家法（企業の
ルール）と家憲（家長の心得）に分割さ
れ、所有と経営の分離を明確化しました。
その際、前述の企業理念に「信用を重ん
じ」という内容を加えて「営業の要旨」と
し、これを家法の冒頭に掲げました。住友
の事業が鉄鋼産業、機械産業、化学産業
などさまざまな分野に広がる中で、1928
年に「住友社則」が制定されました。「営
業の要旨」2カ条は、次のとおり「住友社
則」にも引き継がれ、その後も住友各社の
社是として継承されています。
第1条「我住友の営業は信用を重んじ、
確実を旨とし、以て其の鞏固隆盛を期す
べし」
第2条「我住友の営業は時勢の変遷理財
の得失を計り、弛張興廃することあるべ
しと雖も、苟くも浮利に趨り軽進すべか
らず」

営業の要旨

文殊院旨意書（写真提供／住友史料館）

住友家初代総理事
広瀬 宰平
（写真提供／住友史料館）

住友商事を知る
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住友商事経営活動憲章
住友商事は、1919年に大阪北港（株）と
して設立され、戦後に日本建設産業（株）
と名を改めて商事活動を開始しました。
1952年に現在の社名に改称し、「営業の
要旨」を経営理念に掲げて成長を遂げて
きました。
　戦後に経済が急成長を遂げる中で公
害問題、物価上昇などが起こり、国と企
業、企業と国民の関係をどう位置付け、
企業の行動規範はどうあるべきかが厳し
く問われるようになりました。そのような
時代背景を受けて、1973年に住友商事
独自の「経営の基本理念」と「業務執行の
準則」から構成される「経営活動憲章」が
制定されました。

2000年
住友商事グループの経営理念・行動指針

1990年代初めにバブル経済が崩壊する
一方、急激な円高が進行し、日本経済が
長期の低成長局面を迎える中で、当社も
これまでのビジネスのやり方やリスク管
理手法などの見直しを迫られるようにな
りました。
　400年の歴史の中で幾度となく経営
危機を乗り越え、ビジネスを継続する
ベースとなってきた住友の事業精神にも
う一度立ち戻る必要があるとの気運は、
1996年に起こった銅事件によりさらに
高まり、1998年に「住友商事グループの
経営理念・行動指針」が制定されました。
　この「経営理念・行動指針」は、住友
400年の歴史を通して培われた「住友の
事業精神」をベースに、今日的かつグ
ローバルな視点を加えて、平易かつ体系
的に整理し直したものです。

前文にある「常に変化を先取りして新た
な価値を創造し、広く社会に貢献するグ
ローバルな企業グループ」は、住友商事
グループが「目指すべき企業像」を表して
います。
　経営理念第1項目の「健全な事業活動
を通じて豊かさと夢を実現する」は、住友
商事グループの「企業使命」を、第2項目の
「人間尊重を基本とし、信用を重んじ確
実を旨とする」は、住友商事グループの
「経営姿勢」を、第3項目の「活力に溢れ、
革新を生み出す企業風土を醸成する」
は、住友商事グループの「企業文化」を表
しています。
　この経営理念を踏まえながら日常の業
務を遂行するうえでのガイドラインとして
制定しているのが「行動指針」です。

日本建設産業（株）が本拠とした住友ビル分館

住友商事グループの経営理念・行動指針

目指すべき企業像
私たちは、常に変化を先取りして新たな価値を創造し、広く社会に貢献する 
グローバルな企業グループを目指します。

経営理念

〈企業使命〉
 健全な事業活動を通じて豊かさと夢を実現する。

〈経営姿勢〉
 人間尊重を基本とし、信用を重んじ確実を旨とする。

〈企業文化〉
 活力に溢れ、革新を生み出す企業風土を醸成する。

行動指針
 住友の事業精神のもと、経営理念に従い、誠実に行動する。
 法と規則を守り、高潔な倫理を保持する。
 透明性を重視し、情報開示を積極的に行う。
 地球環境の保全に十分配慮する。
 良き企業市民として社会に貢献する。
 円滑なコミュニケーションを通じ、チームワークと総合力を発揮する。
 明確な目標を掲げ、情熱をもって実行する。



1919年： 創業
当社のルーツは、1919年12月に設立された大阪北港株式会
社。大阪北港地帯の造成と隣接地域の開発などを行い、不動
産経営にあたっていた。

1945年： 商事部門への進出
1945年、日本建設産業株式
会社と改称し、新たに商事部
門への進出を図り、従来関係
のあった住友グループ各社
の製品をはじめ、各大手生産
会社の製品の取扱いに従事。
以後、事業活動の重点を商事部門に置き、取扱品目並びに取引
分野の拡大に努める。

私たちは、常に変化を先取りして新たな価値を創造し、広く社会に貢献する
グローバルな企業グループを目指します。

1945年
  終戦

  GHQによる 
財閥解体指令

1950年
  朝鮮戦争特需
  経済復興進展

1970年
  大阪万博

1971年
  ニクソンショック

1980年
  イラン・イラク戦争

1985年
  プラザ合意

 急激な円高が進む
  日銀による

 金融緩和実施

1955年
  高度経済成長期へ
  輸出振興・貿易自由化

1964年
  東京オリンピック

1973年
  第1次オイルショック
  変動相場制へ移行

1979年
  第2次

 オイルショック
1986年
  株式、不動産価格

 急騰でバブル景気へ

1950年： 海外進出
ボンベイ（現インド・ムンバイ）に初の駐在員を派遣、1952年には
ニューヨークに米国法人を設立し、海外進出の布石を打った。

1952年： 住友商事株式会社へ改称
1945年に出されたGHQによる財閥解体指令に伴い受けていた
「住友」の商号・商標使用制限が、1952年の日米安全保障条約
の発効を受けて廃止され、当社は社名を「住友商事株式会社」
に改称した。

1962年： 商品本部制の導入
商圏拡大や取引量増大に伴い、取引責任・採算責任・人事権限
を、事業ごとに設置した本部に集約し、全社の事業を統一した
方針で推進する制度として、商品本部制を導入。大阪・東京の各
営業部門を一体化し、「鉄鋼」「非鉄金属」「電機」「機械」「農水
産」「化成品」「繊維」「物資燃料」「不動産」の9本部を設置した。

1977年： 「ビッグスリー &ベストワン」
1977年、「ビッグスリー&ベストワン」のスローガンを掲げ、売上
高で業界第3位、収益性や効率性を高め、総合評価の面で第1
位を目指す経営に尽力した。

1979年： 営業部門制の導入
1979年、業容の拡大に伴い、営業部門制を導入。「鉄鋼」「機電」
「非鉄化燃」「生活物資」の4営業部門を設置。分権化を促進し、
結果、営業面の機動力は大きく向上した。

創成期̶経営基盤の確立

業容拡大への体制整備

住友商事のルーツと商事部門への進出

「総合商社」としての 
経営基盤確立

総合事業会社構想の推進

1950年代

1960年代

1970年代

1980年代



私たちは、常に変化を先取りして新たな価値を創造し、広く社会に貢献する
グローバルな企業グループを目指します。

1991年
  バブル崩壊、深刻な
不景気に

1999年
  EU通貨統合
  ITバブル

2001年
  3大メガバンク 
誕生へ

  米国同時多発テロ

2010年
  ギリシャ経済危機
  中国がGDPで

 世界第2位になる

2011年
  東日本大震災

1996年
  大規模な金融制度改革
（日本版ビッグバン）

1997年
  アジア通貨危機

2003年
  イラク戦争勃発
  SARS、米国BSE

2008年
  リーマン・ショック

1986年
  株式、不動産価格

 急騰でバブル景気へ

2013年
  アベノミクス 
経済改革

1989年
  消費税導入
  12月、日経平均株
価が38,915円の

 最高値を記録
  冷戦終結

 ベルリンの壁崩壊

2014年
  2020年

 オリンピック
 開催地が
  「東京」に決定

1988年： 「総合事業会社構想」
1988年、企業ビジョンである「総合事業会社構想」を打ち出し
た。同構想は、従来の商事活動を基盤として、「①事業活動の積
極化　②川下事業の展開　③総合力の強化」を推進し、商事
活動と事業活動を当社の収益の2本柱とした収益構造の構築
を目指すものであった。

1996年： 銅地金不正取引事件
当社営業部長が、会社に秘匿して銅地金の不正取引を行った
ことで、約2,850億円もの損害が発生、事態収束までに約10年
を要した。当社はこの事件を教訓として、再発防止に向けた社
内管理体制を整備した。

1998年： 「経営理念・行動指針」制定、 
 「リスク・リターン」経営導入

1998年、これまでの経営活動憲章を見直し、「経営理念・行動
指針」を新たに制定した。また、一定のリスクに対して、どの程度
のリターンを上げているかという収益性を見る全社共通のモノ
サシとして、「リスク・リターン」を導入した。

グローバル連結経営の深化  
「̶経営理念」の制定

「 改革パッケージ」の実行から 
新たな成長ステージへ

「Be the Best, Be the One」 
̶創立100周年に向けて

2000年： 中期経営計画の実行
1999年より開始した中期経営計画「改革パッケージ」では、
「①コアビジネスの拡充による収益拡大　②リスクアセットマ
ネジメントによる体質強化　③効率経営の追求　④コスト競
争力の強化」を掲げ、経営改革を進めた。以降、2年ごとに
「Step Up Plan」「AA Plan」「AG Plan」「GG Plan」といった
中期経営計画を策定・実行し、収益基盤の強化に取り組んだ。

2001年： 本社移転
2001年、大阪本社及び東京本社の
名称を廃止し、本社機能を東京に
一元化したうえで、東京都中央区の
晴海トリトンスクエアに本社を移
転。さらにブロック制を導入し、関西
ブロック、中部ブロック、九州・沖縄
ブロックを発足させた。当社が主体
となって開発を進めた晴海トリトン
スクエアは、開発規模3,000億円と、当時の国内最大規模の商
業施設プロジェクトとして、広く注目を集めた。

2015年： 大型減損損失による赤字決算
リーマン・ショック後、収益基盤の強化に取り組んできたが、
2015年3月期、複数の大型案件において減損損失を計上。16
年ぶりの赤字決算となった。

2015年： 新中期経営計画「Be the Best,   
 Be the One 2017」を策定

2015年、「グループ一丸となって課題を克服し、「目指す姿」へ
の道筋をつける」をテーマに、新中期経営計画「Be the Best, 

Be the One 2017」を策定した。

1990年代

2000年代

2010年代
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金属

輸送機・建機

 

鋼管・鋼材などの鉄鋼製品をはじめ、非鉄金属であるアルミやチタンなど、あらゆる金属製品を扱っています。

船舶、航空機、鉄道、自動車などの輸送機及び建設機械について、製造や販売、リース・ファイナンス事業などさまざまな分野で 

事業を展開しています。

顧客の多様なニーズに応え、さまざまなビジネスをグローバルに
展開しています。

鋼帯をさまざまな形状に加工し供給する 
スチールサービスセンターの数

航空機リース事業を行うSMBC ACの 
保有・管理機体数（世界第3位）

発注から在庫管理、加工、検査、修理まで
の一貫したサービスを提供する鋼管サプ
ライチェーン・マネジメント展開国数

国内最大手のオートリース会社、住友三井
オートサービス（株）が国内外に保有・管理
するリース車両台数

住友商事グループ従業員数 拠点数 総資産額

マレーシアPress Metalでの
年間アルミ生産量等（第3期完工後）

一般建機・鉱山機械の販売、レンタル、 
プロダクトサポートを行うサービス拠点数

世界13カ国

32社

379機

世界15カ国

約68万台

75,448名
世界67カ国
138拠点

9兆214億円

76万トン／年

世界15カ国

355拠点

Our Business

住友商事を知る



顧客の多様なニーズに応え、さまざまなビジネスをグローバルに
展開しています。
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環境・インフラ

メディア・生活関連

資源・化学品

国内外における電力ビジネスや再生可能エネルギー発電事業、物流・保険ビジネスといったインフラビジネスを通じ、社会の
発展に貢献します。

メディア・ネットワーク、リテイル・食料、生活資材・不動産の分野で、消費者の皆様に近い商品やサービスを提供しており、 
商社の中でも特徴的なビジネスを展開しています。

資源・エネルギー分野で、権益保有やトレードビジネスを行っているほか、基礎化学品や農薬、エレクトロニクス分野でのビジネス
に取り組んでいます。

国内における年間取扱電力量

J:COMが提供するテレビ・インターネッ
ト・電話サービスの加入世帯数

マダガスカル アンバトビー ニッケル 
プロジェクトのニッケル生産量 
（フル生産時、一貫生産として世界最大級）

ボリビア サンクリストバル鉱山の亜鉛 
生産規模

当社グループが運営を行う発電事業での
合計持分発電容量 
（再生可能エネルギー含む）

国内におけるバナナ取扱重量シェア 
（2014年1月～12月）

当社が開発した海外工業団地での 
これまでの誘致企業数

1964年から続く国内住宅分譲事業に 
おける総供給戸数

農薬の開発・販売事業を展開する国数

約20億kwh

約500万世帯

6万トン/年世界第7位

6,800MW

約32%

約360社

約56,000戸

世界30カ国

※ 数字等は特段の記載があるものを除き、2015年3月末時点のデータです。


